
保育人材の確保、資質の向上に向けた取組

事項 目的 対象 内容 実施規模
実施
主体

分類
事業開
始年度

保育人材確保事業

（Ｐ５参照）

保育士の専門性向上
と質の高い人材の安
定的な確保を推進し、
子供を安心して育て
ることができる体制
整備を図ることを目
的とする。

保育士
有資格者

保育士就職支援研修、
就職相談会

保育士OBなどの保育士有資格
者等を発掘するため、保育現
場の最新情報に関する研修、
就職相談、求人求職情報等の
情報提供を一体的・効率的に
実施するほか、都全域を対象
とした大規模な就職相談会等
を開催する。

年６回
約１００人/回
（年間６００名程度）

都 都

21年度

就職支援セミナー
（座学）・職場体験
実習の実施

保育所勤務未経験者やブラン
クの長い保育士有資格者等を
対象に、就職に必要な知識を
習得するための講座（就職支
援セミナー（座学））を開講
するとともに、認可・認証保
育所等への職場体験実習を実
施する。

座学 年１０回
約４０人/回
（年間４００名程度）
現場実習 １００名

23年度

保育人材コーディ
ネーターの配置によ
る就職支援

保育士資格を持つ保育人材
コーディネーターが、保育士
の就職支援及び就職後のフォ
ローアップを行うほか、保育
所からの保育人材確保・定着
に関する相談を受ける。

４人
（東京都保育人材・
保育所支援センター
（飯田橋））

21年度

26年度保育事業
者

保育事業者向け経営
管理研修

経営管理者を対象に、潜在保
育士雇用に当たっての施設側
の留意点や改善点、現役保育
士を育成・定着させるための
ノウハウ等に関する研修を実
施する。

年２回 １００人/
回
（年間２００人程度）
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事項 目的 対象 内容
規模

（Ｈ２５実績）
実施
主体

分類
事業開
始年度

現任保育従事職員
資格取得支援事業

区市町村が保育サービス
の短期集中的な整備に併
せて、保育施設に勤務す
る保育従事者の保育士資
格の取得を促進すること
により、保育人材の確保
と保育の質の向上を図る。

保育施設に勤
務する無資格
者

保育士試験により、資格
を取得する場合

認可保育所（民間）、認
証保育所、家庭的保育者、
その他区市町村が適当と
認めた者 ５区１市

６９人

区市
町村

都

25年度

養成施設を卒業し、資格
を取得する場合

通信教育受講料、教材費、
受験料、講習会を開催し
た場合の諸経費等 国

保育士修学資金貸
付事業

指定保育士養成施設に在
学し、保育士資格の取得
を目指す学生に対し、修
学資金を貸し付け、もっ
てこれらの者の修学を容
易にすることにより、保
育士の養成確保を図る。

養成校在学生

平成２６年度に養成施設に入学する者（優秀な学生
であって、かつ、家庭の経済状況等から真に貸付が
必要と認められる者）貸付額
５０，０００円／月 以内

２６人
東社
協

国

保育士等処遇改善
臨時特例事業

保育士の人材確保対策を
推進する一環として、保
育士等の処遇改善に取り
組む保育所への資金交付
を行うことにより保育士
の確保を進める。

私立認可保育
所

私立認可保育所を対象として、処遇改善に要した経
費の一部を補助
保育所運営費負担金の民間給与改善費の積算による
額（全体で２．８５％の処遇改善）

９７４施設
区市
町村

国

東京都保育従事職
員等処遇改善事業
補助（都単）

保育人材確保対策を推進
する一環として、区市町
村が保育従事職員等の処
遇改善に取り組む保育施
設等に対して資金の交付
を行う場合に、その一部
を補助することにより、
保育士等の確保を進める
ことを目的とする。

認証保育所
定期利用保育
小規模保育
家庭的保育
事業所内保育

国が補助対象にしていない、認証保育所等を対象に、
処遇改善に要した経費の一部を補助
補助対象施設等ごとに算出した基準職員数×
月額９，０００円

７６７施設
７６４家庭的
保育

区市
町村

都
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事項 目的 対象 内容
規模

（Ｈ２５実績）
実施
主体

分類
事業開
始年度

保育士等研修
事業

保育士の専門性向上と
質の高い人材を安定的
に確保する観点から、
①新たな保育所保育指
針の周知を図るための
研修や質の向上を図る
ための研修、②保育士
の人材確保への取組、
③質の向上に向けたア
クションプログラム実
践のための事業の実施
に要する費用の一部を
補助することにより、
子どもを安心して育て
ることが出来るような
体制整備を行う。

保育士
保育士確保の取組等

保育の質の向上のための
研修

・保育の質の向上を図る
ための研修の実施 等

４１区市町村
で実施

区市
町村

国

21年度

・保育士（認可・認可外
のみならず、就労して
いなくても可）

・認可・認可外に勤務す
る保育士以外の職員

※ 日本保育協会主催研
修（Ｐ６、７参照）等
様々な研修参加への活
用が可能

アクションプログラム実
践のための事業

保育の質の向上を図るた
めの調査研究やガイドラ
インの作成 等

保育士養成施設の学生等
を対象とした人材確保の
取組

保育士養成施設の学生等
に対する就職説明会 等

25年度

就業継続支援研修

新人保育士を対象とした
保護者対応等の研修、経
営者・管理者を対象とし
た人事管理等の研修 等

潜在保育士の再就職を支
援する研修等

潜在保育士を受け入れる
ための施設側の研修、潜
在保育士に対する就職前
の実技研修 等

保育士宿舎借り上げ支援
事業

保育士用の宿舎の借り上
げ支援
一戸当たり
月額８０，０００円
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事項 目的 対象 内容 実施規模
実施
主体

分類
事業開
始年度

認証保育所等研修事業

認証保育所等の質の確
保・向上を図るため、認
証保育所施設長及び中堅
保育従事職員、家庭的保
育者、小規模保育事業従
事者、認可外保育施設職
員テーマ別等の研修を実
施する。

認証保育所

認証保育所、保育
室、家庭的保育者、
小規模保育事業従
事者、認可外保育
施設職員等

認証保育所施設長
研修

年２回
１５０人/回
（年間３００人）

都 都

21年度

認証保育所中堅職
員研修

年３回
１００人/回
（年間３００人）

22年度

家庭的保育者研修

基礎研修 年４回
（１８時間）
５０人/回
（年間２００人）

21年度

認定研修 年２回
（４０時間）
５０人/回
（年間１００人）

家庭的保育者

現任研修 年２回
（１８時間）
６０人/回
（年間１２０人）

小規模保育事業従
事者研修

年４回（１８時間）
５０人/回
（年間２００人）

26年度

小規模保育事業

認可外保育施設職
員テーマ別研修

研修科目：年２回、
２０科目
１科目当たり半日、
延べ１０日間

受講者数：
１回当り３，５００人
（年間７，０００人）

昭和52
年度

認可外保育施設
（認証保育所等
の独自施策を含
む。）
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保 育 人 材 確 保 事 業

都はこれまで、都内に推定４万人いると言われている潜在保育士（保育所勤務経験者で現在勤めていない人)を主な対象に、就職支援研修と相談会を一体的
に開催するほか、未経験の有資格者を対象としたセミナーを実施し、人材の確保に取り組んできた。今後、ますます増加する保育ニーズを踏まえつつ、更なる人
材の確保に取り組んでいく。

目 的

コーディネーターによる就労マッチングの強化

福祉のお仕事
（保育人材バンク)

保育人材・保育所支援センター
（東京都社会福祉協議会東京都人材福祉センター内）

◆ 保育士就職支援研修・就職相談会 （年６回、１００人／回）

保育士有資格者を発掘するため、保育現場に関する研修、就職相談、求人情報等の提供を、地域において一体的・効果的に行う。
また、都内全域等での保育士就職相談会等を実施し、保育人材の確保を図る。

◆ 保育士就職支援セミナー（座学）・職場体験実習（セミナー：年１０回、４０人／回 うち実習付コース：１０人／回）

保育所勤務未経験者やブランクの長い保育士有資格者を対象に、就職に必要な知識を習得するための講座（セミナー）を開講するとともに、認可・認証保育所
等への職場体験実習を実施する。また、１０回のうち３回は、保育士試験合格者に特化したセミナーとしている。

潜在保育士等に対する研修等支援

求人人材

～就職相談・あっせんから職場定着までをサポート～

※「福祉のお仕事｣は、全国の人材センターで紹介する求人情報の検索サイト
※コーディネート業務には、厚生労働省による無料職業紹介事業許可と職業紹介責任者の設置が必要。

・保育所で働きたいけど、
ブランクがあって不安
・資格取得後、一度も保
育現場に就職したことが
ない
・保育の求人情報をどこ
で入手すればいいのかわ
からない
・自分の生活にあった勤
務条件の保育所で働きた
い
・実態調査が送られて、初
めて東京都の支援事業を
知った

・保育士の確保が困
難

・求職者から選ばれ
る立場にある

・フルタイムの正規職
員がほしい

・保育士がなかなか
定着しない

・保育士就職支援研修・相談会
・保育士就職支援セミナー

求職
登録

求人
登録

保育人材
コーディネーター

求職相談
求人相談

参加
出展

◆ バンクの求職者情報の充実【拡充】
→→→ これまでは、人材センターで面接をした人のみバンク登録していた
が、今後は就職支援研修・相談会やセミナー参加者で承諾を得られた有資格
者も登録していく。
これにより、年間約600件の求職登録増加が見込まれる。

【参考】新規求人数 H24（2905件) H23（2512件)
新規求職数 H24 (300件) H23 (426件)

→→→ さらに、平成25年度に実施した保育士実態調査の回答者のうち約
5000人が都からの情報案内を希望。センターやバンク登録の案内を同封す
ることで、一定数の求職登録が見込まれる。

◆ 保育事業者セミナーの実施【26新規】
→→→ 潜在保育士受け入れに当たって、施設側の留意点や改善点、潜在保
育士の多様な雇用ニーズに応え、育成・定着させるためのノウハウ等、研修
を実施する。

潜在保育士と事業者の就労ﾏｯﾁﾝｸﾞ強化

潜在保育士
保育事業者

就労のベストマッチング
来所
相談

登録
求人
紹介

面接
設定

面接
条件
交渉

就職
内定

勤務
開始

就職後
フォロー

事業者
指導

職場
定着

現在はここまで
コーディネーター業務の拡充
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日程 研修名 テーマ 定員
（人）

申込み
（人）

受講決定
（人） 会場 対象

地区

2月18日 20日 保育所中堅保育所長研修会

  保育 子  政策 動向 関係法令及 
　ガイドライン
・ ワークショップ
・ 保育所における人材育成
・ 保育所の保護者支援と地域に開かれた
　保育所づくり

200 － － 東京都

9月10日 12日 300 76 32 東京都

11月４日 ６日 300 1 1 大阪府

12月10日 12日 300 65 － 東京都

7月9日 11日 300 27 21 東京都

9月24日 26日 300 23 20 東京都

6月4日 6日 300 83 29 東京都

6月11日 13日 300 0 0 大阪府

10月22日 24日 保育所障害児保育担当者研修会

  保育制度 動向 関係法令及       
  障害   子   理解 対応
・ 障害のある子どもと保護者の支援
・ 障害のある子どもの保育実践と保育所の体制づくり

300 41 41 東京都

日本保育協会研修実施一覧（平成２６年度）

全国

保育所初任保育所長研修会

  保育制度 動向 関係法令及       
・ 保育所の組織マネジメント
・ 保育所のリスクマネジメントと保護者との
　コミュニケーション
・ 保育所の保護者支援と地域に開かれた
   保育所づくり
・ これからの保育所づくり

保育所初任保育所長（就任予定者）
研修会

  保育制度 動向 関係法令及       
・ 保育所保育指針　各章講義・討議

保育所乳児保育担当者研修会

  保育制度 動向 関係法令及       
・ 乳児保育の意義
・ 予防接種と保育所における感染症対策
・ 乳幼児期の心の発達と保育者の役割
・ 乳児の育ちと記録
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日程 研修名 テーマ 定員
（人）

申込み
（人）

受講決定
（人） 会場 対象

地区

8月27日 29日 保育所保護者支援研修会

  保育制度 動向 関係法令及       
・ 保育所における保護者支援
・ 保護者支援における環境の構成
  保護者  連携  具体的 手法 
・ 子どもの発達支援と保護者対応

300 48 48 東京都

12月4日 5日 保育所実習担当者研修会
  保育制度 動向 保育士養成
  保育所  保育実習  基礎編 
  保育所  保育実習  実践編 

200 74 74 東京都

2月5日 6日 300 － － 大阪府

2月12日 13日 300 － － 東京都

7月16日 18日 300 112 78 東京都

7月30日 8月1日 300 0 0 大阪府

1月7日 9日 300 － － 東京都

1月21日 23日 300 － － 大阪府

10月17日 300 0 0 宮城県

10月31日 300 0 0 福岡県

11月14日 300 3 3 北海道

12月19日 300 － － 広島県

  保育制度 動向 主任保育士 役割
・ 子どもの発達保障と保育者
・ 保護者の支援と連携
・ 保育所における人材育成

保育所におけるアレルギー対応研修会
  保育制度 動向 保育所         
　 対応ガイドライン
・ 保育所におけるアレルギー対応

全国

保育所事故予防研修会

  保育制度 動向 関係法令及       
・ 子どもの予防接種と感染症対策
・ 保育所におけるアレルギー対応
・ 乳児期の発達と事故予防

保育所主任保育士研修会
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